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研究要旨 

 シックビルディング症候群（SBS）/シックハウス症候群（SHS）は、特定の建物で生じる非特

異的症状と定義されている。欧米では SBS は建物の高気密化が急速に進んだ 1970 年代に問題にな

った。日本では特に新築あるいは改築した住宅で問題になった。SBS、SHS はともに室内環境に

起因する症状であり、その建物を離れると改善する。そこで、本課題では、①過去の SBS/SHS に

関する科学研究の概要を把握する、②これまでに報告された自宅環境と SHS に関する文献調査、

を実施した。これらの研究報告をまとめ、今後の SHS 研究の課題を検討することを目的とした。 

 ①過去のSBS/SHSに関する科学研究の概は、PubMedを用いて検索したところ380編の論文が抽

出された。このうち、症例報告、患者を対象とした研究、環境測定のみで健康アウトカムを含まな

い研究、in vitroおよびin vivo研究を除き、年代別に1980年代、1990年代、2000年代、および2010

年以降の研究報告をまとめた。②自宅環境とSHSに関する文献調査は、PubMedを用いて検索した

ところ、80編の論文が抽出された。このうち、アウトカムがSBSでないもの、原著論文でないもの、

質的研究、住環境でないもの、個人特性のみをばく露とした論文を除外した25編について要約をま

とめた。 

 ①過去のSBS/SHSに関する研究の概要では、1980年代にはじめてSBSという言葉が論文上で使

用された。最も古い論文は英国で1984年、次いでデンマークで1989年に報告された。1990年代に

はSBSの有訴に関する多くの研究が職場で実施された。要因はHVAC（Heating Ventilation and 

Air Conditioning）や換気・温湿度、ダンプネスなど一般的な室内環境が多く、塗料や化学物質、

バイオエアロゾールも注目された。2000年代は北欧、米国や日本で研究が実施された。有訴に関す

る記述的な研究に加えて、リスク要因としてHVAC、換気、ダンプネス、心理社会要因、コピー機

やPC等のオフィス機器について報告がある。2010年以降には、日本、スウェーデン、中国、マレ

ーシア等でも研究が報告された。住環境における調査研究が16報と増加し、SBSの他、鼻汁バイオ

マーカーなどの客観的指標も測定された。曝露としてはアルデヒド類やVOC（Volatile Organic 

Compounds化学物質等の化学物質、ガス状物質、生物因子等の環境実測も実施されるようになっ

た。 

 ②自宅環境とSHSに関する文献調査では、SBS/SHSに関する論文25報のうち、横断研究は18編、

縦断研究は6報だった。研究は、日本、スウェーデン、中国が中心だった。共通してリスク要因と
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して挙げられるのがダンプネスである。化学物質については2010年以降に多くの研究がなされるよ

うになった。日本ではホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、パラジクロロベンゼンについては数

件の住宅で指針値濃度を超過している場合があったが、その他化学物質についてはいずれも指針値

超過は無く、室内濃度レベルは低い。一方、ガイドライン値以下の濃度であっても、ホルムアルデ

ヒド、室内の塗装、ベンゼンがSBS/SHSと関連していた。カビ臭やダンプネスは明らかなSBSの

リスク要因であるが、真菌や微生物についてはSBSのリスク要因としての結論は難しい。Microbial 

VOC（MVOC）もリスクとして報告された。準揮発性有機化合物Semi-VOC（SVOC）は、tri-n-butyl 

phosphateがSBS粘膜症状のリスクを上げたが、むしろリスクを下げる方向の関連も認められた。

一方、加水分解による2-エチル-1-ヘキサノール放散が増加させる可能性がある。 

 多くの研究が縦断研究であり、因果関係を結論づけることは難しい。一方、ダンプネスのない住

環境づくりが最も重要であり、既存の住宅においてもダンプネスを改善できるような介入が望ま

れ、ダンプネスの改善による SBS 改善効果を検証できるような研究が、今後求められる。化学物

質については引き続き室内の化学物質濃度を低く抑えることは SHS の予防において重要だろう。

MVOC や SVOC と SBS との関連の報告は数えるほどで、ダンプネスとの関連も含めて、これら

がリスク要因となり得るかを明らかにすることも今後の研究課題である。 

  

A．研究目的 

今日、特に都市部においては、人々は一日のう

ちの約90％の時間を室内で過ごす。そのうち自宅

で過ごす時間が50-60％を占め、学校または職場

で過ごす時間は30％程度である。また、平均的な

成人男性（75Kg）の場合は固形食品の摂取量や

約0.75g、水分が1.5kgとされるが、これに対して

呼吸による空気摂取量は15Kgにも上る。従って、

世界保健機関（WHO）は室内環境を健全に保つ

ことは、健康に生活する上で重要な要素であると

している。 

「シックビルディング症候群（SBS）」は、特

定の建物で生じる非特異的症状と定義されてい

る。欧米ではSBSは建物の高気密化が急速に進ん

だ1970年代に問題になった。これに対して日本

では同様の問題が1990年に、特に新築あるいは

改築した住宅で問題になったことから、あるいは

「シックハウス症候群（SHS）」と呼ばれるよう

になった。SHSはSBSとほぼ同義であるが、SHS

固有の課題も存在する。例えば、①SBSは主に職

場で問題になるため、20-60代の成人がリスク集

団である。一方SHSは自宅住居内で生じるため、

年齢を問わず生じる。特に20歳未満の未成年の有

訴割合はほかの年齢層よりも多く、子どもはSHS

のハイリスク集団であるといえる。②SBSは仕事

のない週末にはその症状が緩和することが多い

が、SHSは週末も含め毎日の問題である。③職場

には一定数の労働者がいるため、SBSは環境の問

題として認識されやすい。一方、一般的に住宅の

住居者数は比較的少人数であるため、SHSは認識

されにくい。 

いずれにしても、SBS、SHSはともに室内環境

に起因する症状であり、その建物を離れると改善

する。そこで、本課題では、まずは①過去の

SBS/SHSに関する科学研究の概要を把握するこ

と、②特に自宅環境に限定して、これまでに報告

されてきた自宅環境とSHSに関する文献調査を

実施した。さらに、これらの研究報告から、今後

のSHS研究の課題を検討することを目的とした。 

 

B．研究方法 

B1．過去のSBS/SHSに関する研究の概要 

 PubMed を 用 い て 「 ("Sick Building 

Syndrome"[Mesh]) not (Review[ptyp])+ limit 

(English, Human, Abstract)」の条件で検索した

ところ380編の論文が抽出された。このうち、症

例報告、患者を対象とした研究、環境測定のみで

健康アウトカムを含まない研究、in vitroおよび
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in vivo研究を除いた。年代別に1980年代、1990

年代、2000年代、および2010年以降の研究報告

をまとめた。 

B2．自宅環境とSHSに関する文献調査 

PubMed を 用 い て 「 ("Sick Building 

Syndrome"[Mesh] or "sick house syndrome") 

and ("house" or "home" or "residence" or 

"dwellings" or "apartment" or "family" or 

"inhabitant*" or "housing") not 

(Review[ptyp])+ limit (English, Human, From 

2000/01/01)」の条件で検索したところ、80編の

論文が抽出された。このうち、アウトカムがSBS

でないもの、原著論文でないもの、質的研究、住

環境でないもの、個人特性のみをばく露とした論

文を除外した24編に、分担者が知りえる論文2編

を追加した26編について要約をまとめた。 

 

（倫理面の配慮） 

本研究はすでに公開されている文献に基づく調

査であるため、該当しない。 

 

C．研究結果 

C1．過去のSBS/SHSに関する研究の概要 

 過去のSBS/SHSに関する研究の概要を表１に

示す。1980年代にはじめてSBSという言葉が論

文上で使用された。最も古い論文は英国で1984

年[1]に、次いでデンマークで1989年[2]の論文で

あった。英国の論文では、無作為に抽出されたオ

フィスビルで、SBSと関連する項目が報告された

[1]。空調設備は労働者の快適性を考慮して設置

されたものだったが、過剰な空調と換気はむしろ

SBSの有訴を上昇させた。加えて、温度、湿度、

放射熱、気流、空気の取入れ、イオン濃度がオフ

ィス環境の快適性において考慮されるべき項目

として示された[1]。 

1990年代にはSBSの有訴に関する多くの研究

が職場で実施された。換気設備の導入、清掃、職

場移転の前後比較による調査がデンマークやス

ウェーデンなど北欧やカナダで実施された。研究

は11報がスウェーデン、カナダが8報と多く、ヨ

ーロッパや英国に加えて、アジアでは台湾とシン

ガポールから論文が報告されている。全53報のう

ち42報は職域でなされた研究で、その他は病院、

保育園、学校および住宅は各3報以内だった。付

随して研究対象は労働者あるいは学童であった。

アウトカムとしてはSBSに加えて、呼吸器症状や

皮膚刺激、炎症バイオマーカー等のSBS関連症状

に加えて、労働における満足度やウェルビーイン

グ、パフォーマンス、病欠なども調査された。検

討された要因は冷暖房空調設備HVAC（Heating 

Ventilation and Air Conditioning）や換気・温

湿度、ダンプネスなど一般的な室内環境が多いが、

その他にも塗料や化学物質、バイオエアロゾール

も注目された。 

2000年代に入ると北欧に加えて米国や日本で

研究が実施された。総論文数は87報であり、換気

やダンプネス問題の生じたビルからの転居によ

る前後比較による実験的研究や、換気や熱快適性

によるパフォーマンスへの影響に関する実験研

究が新たに実施された。職場の45報に加えて住宅

における研究が22報と増加し、学校（12報）や

商業施設（1報）でも研究が行われた。これに伴

い、労働者に加えて、居住者や幼児等を対象に研

究が実施された。健康アウトカムとしては質問紙

調査票によるSBSに加えて鼻汁など客観的バイ

オマーカーを用いた研究も開始された。有訴に関

する記述的な研究に加えて、リスク要因として

HVAC、換気、水害による建物のダンプネス、心

理社会要因、コピー機やPC等のオフィス機器に

ついても検討が進められた。 

2010年以降には、日本やスウェーデンがそれ

ぞれ9報と最も多かったが、中国8報、マレーシア

5報、台湾、韓国、シンガポール等のアジア、お

よびエジプトやイランなどのアラブ諸国でも研

究が開始した。職場の報告14報に対し、住環境に

おける調査研究が16報と増加し、その他は学校（9

報）、病院（2報）であった。対象者も労働者の

みならず子どもや幼児を対象とした研究も報告

された。アウトカムとしてはSBSに引き続き、喘

息・アレルギーや、職域の調査ではパフォーマン

ス、鼻汁バイオマーカーなどの客観的指標も測定

された。曝露としてはホルムアルデヒドや揮発性
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有 機 化 合 物 （ VOCs ： Volatile Organic 

Compounds）等の化学物質、ガス状物質（CO2, 

SO2, NOx）、生物因子等の環境の実測も実施さ

れるようになった。換気システムに加えて物理因

子、外気汚染、心理社会要因、個人特性もSBSの

要因として検討されてきている。 

C2．自宅環境とSHSに関する文献調査 

 SBS/SHSに関する論文30報のうち、横断研究

は20編、縦断研究は6報だった。研究が実施され

た国は、日本が最も多く12報、次いでスウェーデ

ン6報だった。中国は 

2012年以降5報だった。この他は米国が1報、

欧州が1報だった。対象とした集団は、少ない研

究は100人台、多い研究では14,000人であった。

多く検討されているリスク要因は化学物質が10

報、湿気やダンプネスが9編だった。この他のリ

スク要因としては、換気、外気や交通による汚染

[3-5]、真菌やバクテリアなどの微生物[6-10]、家

のにおい、ライフスタイル等だった。 

多くの研究で共通するリスク要因としてはダ

ンプネスや湿気の多さが挙げられる。縦断研究に

おいても、フォローアップの期間中のダンプネス

がSBSの要因として報告された[7]。また、アルデ

ヒド類の濃度の増加やベンゼン、室内の塗装など

VOCと関連する項目が新たなSBS有訴のリスク

を上げることが報告された。 

日本では、北海道札幌市、福島県福島市、愛知

県名古屋市、大阪府、岡山県岡山市、福岡県北九

州市の6地域を対象とした研究が2003年から厚

生労働科学研究費を得て開始した。2003年に住

宅確認申請台帳から無作為に抽出した逐年未満

の戸建て住宅約6,000軒に調査票を発送し、2297

軒から回答を得た[11]。さらに、翌2003年、2005

年、2006年の継続する3年にわたり、同意を得ら

れた家庭を訪問し、気中ホルムアルデヒド類と

VOC類、気中真菌同定、床ダスト中ダニアレル

ゲン量の測定を行った[8, 12]。対象住宅は2004

年が425軒に居住する1479人を対象としており、

地域における結果は、岡山地域、大阪地域、札幌

地域からも報告されている[5, 9, 10, 13, 14]。加

えて、2004年と2005年年の化学物質濃度の増減

とSHSの新規発症または症状緩和に関する縦断

研究も報告されている[10, 15]。2006年には微生

物から放散される揮発性有機化合物である

MVOC （ Microbial Volatile Organic 

Compounds）や準揮発性有機化合物 SVOC

（Semi-volatile Organic Compounds）とSHSと

の関連も報告されている[16, 17]。この他の日本

からの報告については、Takaokaらが中学生を対

象に行った研究[18]、Kishiらによる学童とその

家族を対象に実施した研究[19]があった。 

中国では、保育園児とその親を対象とした大規

模な研究、CCHH（China, Children, Homes, 

Health)研究がおこなわれている。中国の10都市

で2010-2012年に1-8歳の保育園児48,219人を対

象にアレルギーやSBSに関する横断調査が実施

された[14, 20]。この調査では、保育園児の親を

対象にSBSと建物の特徴や外気汚染[4]、幹線道路

沿いの住宅[3]、臭気[21]とSBSとの関連が報告さ

れている。 

 スウェーデンでは、特に集合住宅においてダン

プネスとの関連の研究が実施された[22, 23]。ま

た、ウプサラ周辺に居住する住宅における3報の

縦断研究があった。ベースラインとその10年後の

フォローアップにおいて、SBSの新規発症と関連

する住宅の特徴としてダンプネスや真菌の生育、

塗装が報告されている[7, 24, 25]。 

米国からは1報の縦断研究が報告されている

[26]。Bostonの共同住宅で、緑化地域の住宅と従

来型の住宅におけるSBSや喘息関連症状につい

て、2012年にベースラインと1年後の2013年にフ

ォローアップを行った。この結果、従来型の住宅

よりも喘息症状や喘息に伴う病欠が少ない結果

が認められた[26]。 

 

D．考察 

SBS/SHSの研究において、スウェーデン、日

本、中国の複数の研究でして共通してリスク要因

として挙げられるのがダンプネスである[4, 6, 7, 

11, 18, 22, 25, 27, 28]。欧米においては1990年か

らダンプネスが課題として検討されてきた。しか

し、日本においては、SHSは新築、改築後の健康
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影響として報告されたことから、SHSのリスク要

因としては化学物質のみが検討されることが多

い。逆に化学物質、特にホルムアルデヒド濃度が

低ければSHSにはならないといった広告がされ

ることも多い。しかし、先行研究からも明らかな

ように、ダンプネスは日本においてもSHSの重要

なリスク要因と考えられる。言い方を変えると、

化学物質や真菌など様々なリスク要因が検討さ

れてきた中で、ダンプネスは一貫してリスク要因

として認められてきた。従って、ダンプネスのな

い住環境づくりが最も重要であり、既存の住宅に

おいてもダンプネスを改善できるような介入が

望まれる。加えて、ダンプネスの改善によるSBS

改善効果を検証できるような研究が、今後求めら

れるといえる。 

化学物質については2010年以降に多くの研究

がなされるようになったが、近年機器分析の技術

が向上したことがその理由の一つと考えられる。

日本では1997年に中間報告としてホルムアルデ

ヒドの室内濃度指針値を公表し、2002年には厚

生労働省による室内化学物質濃度指針値が示さ

れた。2003年には建設省および骨度交通省によ

る建築基準法の改正により、住宅新築時には濃度

評価して引き渡しがなされるように法制度が改

正された。空気室ガイドラインが定められたこと

により、規制対象となった化学物質の室内濃度は

低下したと考えられる。全国6地域で実施した戸

建て住宅における化学物質の測定においても、ホ

ルムアルデヒド、アセトアルデヒド、パラジクロ

ロベンゼンについては数件の住宅で指針値濃度

を超過している場合があったが、その他化学物質

についてはいずれも指針値超過は無く、室内濃度

レベルは低い[12]。一方、ガイドライン値以下の

濃度であっても、ベースライン時と比較してフォ

ローアップ時にホルムアルデヒドの濃度が高い

とSBSの新たな有訴のリスクになることが示さ

れ[15]、また室内の塗装[24]やベンゼンとの関連

[9]も報告されていることから、引き続き室内の

化学物質濃度を低く抑えることはSHSの予防に

おいて重要だろう。また、Kishiらの論文では2-

エチル-1-ヘキサノール濃度が高いとSHS症状有

訴が多い関連が認められた[19]。2-エチル-1-ヘキ

サノールは実験研究でも粘膜刺激が報告されて

いる[29]。2-エチル-1-ヘキサノールはPVCの可塑

剤DEHPの加水分解で生じ、Kishiらの報告でも

2-エチル-1-ヘキサノール濃度はPVCの床材の家

でそうでない家よりも濃度が高く、またダンプン

エス指数との相関も認められた[19]。多くの研究

で報告されているダンプネスによるSBSのリス

ク上昇の背景には2-エチル-1-ヘキサノール濃度

の増加の可能性があり、今後の研究が必要である。

同じ住宅で連続する3年間の化学物質濃度を測定

したところ、建材由来と考えられるホルムアルデ

ヒド、アセトン、トルエンの濃度は経年で低下し

た一方、リモネン濃度は増加した[30]。リモネン

は木材から放散される一方、洗浄剤や芳香剤など

の日用品に香料として添加される。従って、居住

者が生活用品を購入することで濃度が上昇した

可能性が考えられた[30]。リモネンはSBSとの発

症との関連性は認められなかった化学物質では

あるが、SBSのリスク要因として化学物質を考え

るときには、顕在のみならず居住者の行動も考慮

する必要があるだろう。 

カビ臭やダンプネスは明らかなSBSのリスク

要因であるが[11, 18, 21, 23]、真菌や微生物につ

いては結果は一貫性が無い。Saijoらによると、

気中真菌の同定を行った結果、Rhodotorula、

Aspergillus、EurotiumがSBSのリスクを増やし

たが、総真菌数CFU（Colony forming units）は

むしろリスクを下げた[8]。真菌など微生物が放

散するMVOCは、日本およびスウェーデンの住宅

で測定された[6, 16]。いずれの研究でも、1-オク

テン-3-オールおよび2-ペンタノール濃度が上が

ると、居住者のSBS有訴のリスクが上昇した[6, 

16]。1-オクテン-3-オールはスウェーデンの実験

的研究で、曝露による目の刺激症状が生じ瞬きの

回数が増加したことが報告されている[31]。一般

の住宅における濃度は実験研究よりも低濃度で

はあるが、ダンプネスやカビの生育と併せて今後

も検討する必要があるだろう。 

フタル酸エステル類やリン系難燃剤は、可塑剤

あるいは可塑性難燃剤として床や壁などの内装



- 74 - 

材に用いられる。フタル酸エステル類については、

スウェーデンではPVCの床材およびそこに含ま

れるDEHP（フタル酸ジ2(エチルヘキシル)）と

アレルギーとの関連が2004年に報告された[32, 

33]。日本でもフタル酸エステル類の床ダスト中

濃度が高いとアレルギーのリスクが増加し、その

関連は大人よりも子どもで大きいことを報告し

ている[34, 35]。リン系難燃剤についても、ダス

ト中濃度、またはその尿中代謝物濃度が高いとア

レルギーのリスクが上がることが報告されてい

る[36, 37]。フタル酸エステル類とリン系難燃剤

の混合曝露を検討した結果、鼻結膜炎症状とリン

系難燃剤TCIPP（リン酸トリス(2-クロロイソプ

ロピル）とTPHP(リン酸ジフェニル)曝露の相加

効果が認められた[38]。加えて、これらのダスト

中濃度とアレルギーとの関連は、興味深いことに、

皮膚のバリア機能が脆弱なFlg遺伝子の変異を持

つ子どもではなく、むしろ変異のない子どもで明

確に認められた[39]。これは、アレルギーがある

場合により部屋の掃除頻度が増えることでダス

ト中濃度が下がることによる因果の逆転が起こ

っている可能性がある。一方、これらフタル酸エ

ステル類やリン系難燃剤とSBSとの関連につい

ての報告は2報のみである[17, 19]。TNBP（リン

酸トリ-n-ブチル）がSBS粘膜症状のリスクを上

げたが、TEP（リン酸トリエチル）とTBOEP（リ

ン酸トリス(2-ブトキシエチル）はむしろリスク

を下げたが[17, 19]、これらの研究はサンプルサ

イズが少ないことが限界である。フタル酸エステ

ル類およびリン系難燃剤とSBSとの関連を明ら

かにすることは今後の研究課題である。特に、ダ

ンプネスによる加水分解で2-エチル-3-ヘキサノ

ール等のVOC類の放散増加にも注目する必要が

ある。 

  

E．結論 

SBS/SHSは、特定の建物で生じる非特異的症

状と定義される。1980年代からSBSに関する研

究が報告され始め、当初は報告の中心は北欧であ

ったが、その後日本や中国でも実施されている。

リスク要因としてはは換気に加え、化学物質、生

物学的要因（ダニや真菌等微生物）、心理社会因

子や外気汚染も検討されている。SBSの明らかな

リスク要因としてはダンプネスがある。この他、

化学物質や微生物については各研究で曝露レベ

ルも異なるが、ホルムアルデヒドや新たな塗装に

ついては複数の研究でリスク因子として報告さ

れている。ダンプネスはSVOC類の加水分解によ

る2-エチル-1-ヘキサノールの放散やMVOC類を

増加させる可能性があり、ダンプネスと化学物質

濃度との関連も検討も今後の課題である。多くの

研究が縦断研究であり、因果関係を結論づけるこ

とは難しい。 
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